
現行の電気事業制度について



○現在のところ、電気事業法上に定義された「電気事業者」は、一般電気事業者の他、卸電気事業者、特定
電気事業者、特定規模電気事業者（ＰＰＳ）の４類型。

電気事業者の多様化

一般の需要に応じ、電気を供給する事業者
発電・送電設備を自社保有

例：東京電力、関西電力等 １０社

一般電気事業者 卸電気事業者

一般電気事業者に電気を供給する
ため、 ２００万ｋＷを超える出力の
供給設備を有する事業者

例：電源開発、日本原子力発電

卸供給

一般電気事業者へ売電

送電 全ての一般需要家が対象

一般電気事業者に対し
・５年以上１０万kW超
・１０年以上1,000kW超
の電気を供給
（行為規制）
例：いわゆるＩＰＰ、共同火力、

公営水力等

特定規模電気事業者（PPS）

特定規模需要（原則５０ｋＷ以上）に 応じ、 一
般電気事業者が運用・維持する系統を経由して
供給する事業者

例：エネット 等 ５０社

発電事業者※

規制部門

家庭
小規模オフィス
ビル・商店など

自由化部門

中小工場など デパート・大規模オ
フィスビルなど

大工場など

一般需要

供給
送配電ネットワーク

（系統）

送電

自由化部門の
需要家のみが
対象

一般電気事業者
が送配電ネット
ワークを所持

規制料金 自由料金

配電配電

(新規参入者)

（平成11年度～）
（平成11年度
～平成15年度）

自由化範囲拡大

特定地点

特定の供給地点に
おける需要に応じ、
供給する事業者
例：六本木エネルギーサー
ビス 等 ４社

特定電気事業者

一般需要からは区分され
た限定された地点

（平成７年度～）

卸供給に該当しない
発電事業は非規制

特定電気事業者が
保有する送配電
ネットワークを介し
て供給

※電気事業法
上は、発電事
業者という類
型は存在しな
い



○電気事業法では、一般電気事業を一般の需要に応じて電気を供給する事業として定義しており、全国で１０社が一般電気事

業者としての許可を受けている。現在の一般電気事業者は、戦時下に設立された日本発送電及び９つの配電会社が、戦後、

過度経済力集中排除法の指定を受けたことに伴い、全国９ブロックごとに１つの民営会社が発電から送電・配電を一貫して行

う体制への再編により成立（※）し、昭和４７年に沖縄電力が加わったもの。

○一般電気事業者は、許可を受けた供給区域内における一般の需要（特定規模需要を除く）や、供給区域内においてＰＰＳや他

の一般電気事業者からの供給を受けていない需要家に対して供給を行う義務を負う。また、一般の需要（特定規模需要を除

く）に応ずる電気を供給するためには、電気料金や供給条件について経済産業大臣の認可を受けることが必要とされている

（電気料金を引き下げる場合には、届出での対応が可能）。

○このほか、一般電気事業者は託送料金や供給条件について定めた託送供給約款を作成し、経済産業大臣に届けることが必

要であり、託送供給約款以外の供給条件で託送供給を行うことは禁止されている。また、託送供給の業務で知り得た情報を託

送供給以外の業務のため利用等を行ったり、託送供給業務に関して、特定の電気供給事業者に対して有利または不利な取り

一般電気事業について

送供給以外の業務のため利用等を行ったり、託送供給業務に関して、特定の電気供給事業者に対して有利または不利な取り

扱いを行うことは、電気事業法によって禁止されている。

（※）発足当時に想定されたメリット・デメリット（出典：昭和３６年版 電気事業の現状と電力再編成１０年の経緯 電力白書）

「この９電力会社体制による電気事業の新しい運営に関して、再編成前、既に種々の議論がなされていたが、概略次の諸点が、電力

再編成の影響としてあげられ、その成果が期待され、また、対策の必要性が考えられていた。すなわち、

（イ）発送配電を一貫運営することによって電力会社の供給責任が明確化され、かつ、自立経営の要求から独立採算を必要とされるの

で、サービスの改善と企業意欲の向上が期待される。

（ロ） 略

（ハ）再編成前は、日本発送電（株）が全国の主要発送電設備を所有して全国的な給電指令・電力系統の総合運用により全国的な電

力需給調整を行っていたのに対し、再編成後は、新会社の経営の自主性が要求されるため、会社間電力融通の円滑は期し難く、電

力会社間電力需給のアンバランスが危ぐされる。

（ニ）略

等であった。」



（参考）一般電気事業者の供給区域について



○特定電気事業とは、特定のエリア（供給地点）の需要に対して電気を供給する事業のことであり、この事業を行う者を特定電気

事業者という。

○特定電気事業者は、許可を受けた供給地点において、自ら送配電ネットワークを保有し当該供給地点における電力需要に対

して供給する義務を負うほか、退出規制の対象となるなど、基本的に一般電気事業者と同様の規制に服している。

○供給地点における需要に対しては、原則として供給地点内に供給力を保有することが求められているが、平成２３年の電気事

業法改正（※１）により、再生可能エネルギーの導入円滑化の観点から、供給地点外の電源から一般電気事業者の託送供給

により電気を調達することが可能となった（※２）。

○特定電気事業者の有する発電設備に事故が生じた場合や検査・補修の場合等において、一般電気事業者が不足する電力を

供給地点の域外から供給するため、補完供給契約が制度的に措置されている。（経済産業大臣は、一般電気事業者に対して

契約締結命令をすることが可能。）

特定電気事業について

（※１）具体的な内容を定めた省令等については、平成２４年４月頃までに施行予定。

（※２）許可要件として、「地点内の電源のみで供給を行うこと」から、「地点内の電源の供給力（ｋＷ）を最大需要の５０％以上確保すること」に変更す

る内容のパブリックコメントを平成２４年３月１日まで実施したところ。



○特定規模電気事業とは特定規模需要（特別高圧または高圧により受電し、契約電力が５０ｋＷ以上の需要）に対する電気の供

給を行う事業のことをいう。

○一般電気事業者以外の者が特定規模電気事業を実施するには、電気事業法により経済産業大臣に届出を行うことが必要。

届出を行った者を特定規模電気事業者（ＰＰＳ）という。

○ＰＰＳは、電気事業法における供給区域（地点）内における供給義務や電圧・周波数の維持義務は負わないものの、電気の需

給調整に係る使用制限や経済産業大臣による報告徴収の対象となるほか、電気事業者として電気事業者相互間の協調に服

することが求められている。

○ＰＰＳが一般電気事業者による託送供給を通じて需要家に電気を供給する際には、３０分間における実発電量と実需要量のそ

れぞれの合計値を一致させることが求められている（３０分同時同量）。ＰＰＳの発電量が不足していた場合、ＰＰＳは一般電気

事業者から不足分の供給を受け、当該補給に係る料金（インバランス料金）を支払うこととなる。

特定規模電気事業について

事業者から不足分の供給を受け、当該補給に係る料金（インバランス料金）を支払うこととなる。

○このほか、ＰＰＳが託送供給によらず自らが維持し運用する電線路（自営線）を介して供給することが可能である。この場合、実

施する２０日前までに経済産業大臣に対して届出を行うことが必要である。

特定規模電気事業・託送のイメージ
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